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誓約書兼承諾書
私（当法人・当団体）は、生産性向上特別措置法の規定に基づく先端設備等導入計画の認定の申請を行うにあたり、下記の事項について誓約致します。
なお、これらの事項に反する場合、生産性向上特別措置法の規定に基づく先端設備等導入計画の認定が取り消されても異議の申し立てを行いません。
また、誓約内容確認の為、貴町が必要に応じ本承諾書を以て関係官庁に調査、照会することを承諾致します。
記
１．このたび先端設備等導入計画は、人員削減を目的としたものではありません。
２．私（当法人・当団体）は下記のいずれにも該当しません。
（１）代表者等若しくは役員等が，暴力団の関係者である。
（２）暴力団又暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる。

（３）代表者が不正な利益を得、役員等若しくは第三者に不正な利益を得さしめ、又　は損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用している。
（役員等が不正な利益を得、代表者若しくは第三者に不正な利益を得さしめ、又　は損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用している。）
（４）代表者又はその役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与し、その他直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与している。
（５）③及び④に示す場合のほか、役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。
　　
３．前項各号に該当する事由の有無の確認のため、役員名簿等（住所・氏名（フリガナ）・生年月日・性別等（法人にあたっては全役員））の提出を求められた時は速やかに提出し、調査に協力致します。
４．償却資産税の課税対象となる先端設備導入の場合、地方税法第383条に基づき、税務課へ税務申告をします。また、既存の課税対象資産が未申告である場合には、ただちに税務申告をします。
